
 

令和２年度決算に係る主要な 

施 策 の 成 果 に 関 す る 説 明 書   
地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第5項の規

定により、令和２年度決算に係る主要な施策とその成果

について、次のとおり提出します。 

令和３年９月６日 

           

          二戸市長 藤 原  淳 
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共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

 〇 新型コロナウイルス感染症対策事業 
 

 

【総合政策部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

   市内の情報通信網を整備するため、光ファイバーの利用希望調査を行った。また、

ＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社の安全・安定運行必要な老朽取替や運行本数の維持に

係る費用への運行支援金及び新型コロナの影響により利用者が大幅に減少しているこ

とに対する利用促進事業を展開するための負担金を交付した。 

 

(単位:千円) 

 

 ２ 事業の成果 

調査事業の実施に基づき、利用希望者284件の実態把握がなされ、現在市内で行っ

ている光ファイバー整備推進事業の実施につながったほか、県を通じてＩＧＲいわて

銀河鉄道株式会社への支援を行い、公共交通の経営安定化を図ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 
光ファイバー利用希望調査事業（情報

管理費） 
239 239  

⑵ 
いわて銀河鉄道運行支援事業負担金

（交通運輸対策費） 
8,670 8,670  

⑶ 
いわて銀河鉄道利用促進事業負担金

（交通運輸対策費） 
765 765  

計 9,674 9,674  

新型コロナウイルス感染症対策事業 
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【総務部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

公共施設における新型コロナウイルス感染症の感染予防対策として、来客用トイレ

手洗場の蛇口を非接触式の自動水洗に改修したほか、発熱者確認のための非接触体温

計やサーマルカメラを導入し、活用した。また、感染防止、まん延予防対策として、

市内縫製業者が作成した布マスクの市民への配布や、消毒資材を導入し活用するとと

もに、感染予防対策が求められる避難所運営に必要な物品を購入し、備蓄した。 

さらに、国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」として、一律に１人当た

り10万円の特別定額給付金の給付を行ったほか、新型コロナウイルス感染症の影響に

より利用者が減少し利用料収入が減少している公共施設に対して、管理運営支援や新

しい生活様式に対応する設備等の整備に係る経費を支援した。 

 

(単位:千円) 

 

 ２ 事業の成果 

感染予防対策として、施設の改修や対策機材を導入したことにより、感染防止体制

及び衛生環境の向上を図るとともに、市民等が安心して公共施設を利用できる環境を

整備することができた。 

また、マスクを市民に配布することにより、市中での感染予防対策及びまん延予防

を図ることができたほか、避難所運営に必要な物品を備蓄することにより、災害時の

避難所における、新型コロナウイルス感染症対策の環境整備を図ることができた。 

さらに、特別定額給付金の給付により、市民の家計を下支えすることができたほ

か、公共施設に対し管理運営や設備整備に係る経費の支援を行ったことにより、施設

の管理・運営を適正に継続することができた。 

 

 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 衛生設備改修事業 29,405 29,405  

⑵ 公共的空間安全・安心確保事業 11,930 11,930  

⑶ 新型コロナウイルス緊急対策事業 2,149 1,861 288 

⑷ 
新型コロナウイルス感染症予防対策事

業（火葬場管理費） 
499 499  

⑸ 
特別定額給付金（特別定額給付金給付

事業費） 
2,641,788 2,641,788  

⑹ 
防災活動支援事業（避難所運営対策

費） 
4,451 4,451  

⑺ 公共施設管理維持体制持続化事業 35,708 35,707 1 

計 2,725,930 2,725,641 289 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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【健康福祉部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

感染予防を図るため、マスク、非接触体温計、手指消毒薬、防護服やパーテーショ

ンを購入し、総合福祉センター等に配置したほか、民間保育所や他の児童関係施設に

マスクや非接触体温計などを配布し、２診療所にはＰＣＲ検査体制の整備と院内感染

防止のため水道の自動水栓化工事を行った。 

乳幼児健診については、一部の健診を個別健診に切り替えて実施し、新型コロナウ

イルス感染症の検査体制を確保するために工事や備品購入などを行う医療機関への補

助を行った。 

また、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザとの同時流行を抑えるた

め、妊婦のインフルエンザ予防接種に対する助成を行うほか、コロナ禍による経済的

な影響を受けやすい子育て世帯やひとり親家世帯に対して給付金を支給した。 

 

(単位:千円) 
 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 新型コロナウイルス緊急対策事業 1,637  1,637 

⑵ 
新型コロナウイルス感染症予防対策事

業（保健事業費） 
1,392 1,392  

⑶ 
ひとり親世帯臨時特別給付金（児童扶

養手当等支給費） 
6,690 6,690  

⑷ 
生活困窮者住居確保給付金（生活困窮

者自立支援事業費） 
695 521 174 

⑸ 
新型コロナウイルス感染症防止対策事

業（児童福祉費） 
9,000 8,996 4 

⑹ 
子育て世帯への臨時特別給付金（児童

手当等支給費） 
27,900 27,900  

⑺ 
乳幼児等健康診査事業（母子保健事業

費） 
1,330 433 897 

⑻ 
放課後等デイサービス支援事業（障害

児施設等給付事業費 
450 450  

⑼ 
ひとり親世帯子育て支援特別給付金支

給事業（児童扶養手当等支給費） 
41,150 41,150  

⑽ 
新型コロナウイルス感染症対策事業

（児童福祉費） 
2,358 2,356 2 

⑾ 
民間保育所等新型コロナウイルス感染

症対策事業補助金（保育事業委託費） 
2,000 2,000  

⑿ 
出産子育て応援特別給付金支給事業

（児童手当等支給費） 
10,900 10,900  

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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 (単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

   感染予防に必要な備品などを購入することで、コロナ禍において各種事業を継続的

に行うことができた。また、乳幼児健診の一部を個別健診に切り替え、集団健診の日

程を分散して実施したため、密集を避けた安全安心な受診体制を確保することができ

た。２診療所においては、ＰＣＲ検査体制の整備や水道の一部を自動水栓にすること

で、感染予防につながった。 

また、新型コロナウイルス感染症の検査体制確保のために工事や備品購入等を行っ

た医療機関の負担を軽減することで、検査体制の確保が図られた。 

そのほか、妊産婦に対する予防接種助成の実施や子育て世帯等の生活支援を実施し

たことで、安心して子育てを行う環境を整えることができた。 

 

 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⒀ 
国民健康保険特別会計（診療施設勘

定）繰出金 
320 320  

⒁ 
新型コロナウイルス感染症対策事業

（保健事業費） 
858 858  

⒂ 
国民健康保険特別会計（診療施設勘

定）繰出金 
5,280 5,280  

⒃ 
インフルエンザ予防接種助成事業（予

防接種助成事業費） 
239 232 7 

⒄ 
新型コロナウイルス感染症診療検査体

制確保事業（保健事業費） 
2,913 2,000 913 

⒅ 
新型コロナウイルスワクチン接種事業

費 
8,834 8,834  

計 123,946 120,312 3,634 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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【産業振興部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

（１）地域の経済などを守るため、新型コロナウイルス感染症の影響により、売り上げ

が減少している事業者に対し、家賃等の２分の１を３か月分支援した。 

   ・支援店舗数 延べ121店舗 

   ・支援額   13,752千円 

 

 （２）地域の経済などを守るため、新型コロナウイルス感染症の影響により、売り上げ

が減少している飲食店、宿泊業に対し、10万円を支援した。 

   ・支給店舗数   125店舗 

   ・支援額   12,500千円 

 

（３）新型コロナウイルス感染症による子牛取引価格の変動に左右されない高品位な繁

殖素牛を確保するため、受精卵移植による経費を助成することで、生産体制を支援

した。 

   ・支援団体数    1団体 

   ・支援額    2,663千円 

 

（４）新型コロナウイルス感染症の影響により肉用牛の需要が減少し、販売価格の下落

が生じる中、肉用牛肥育経営安定交付金で補填されない額を支援した。 

   ・支援業者数   4事業者 

   ・支援額     374千円 

 

 （５）国で実施した給付金の給付条件に該当せず、売り上げが減少している事業者に対

し、１事業者あたり20万円を支援した。 

   ・支援事業者数  61事業者 

   ・支援額    12,200千円 

 

（６）地域の経済などを守るため新型コロナウイルス感染症の影響により、かかる宿泊

業、大規模催事場、タクシー、運転代行業に対し、固定経費の一部を支援した。 

   ・支援事業者数  20事業者 

   ・支援額     7,770千円 

 

 （７）新型コロナウイルス感染症の影響により、新しい生活様式に対応する事業者に対

し、感染症予防などの導入設備の経費を支援した。 

   ・支援事業者   96事業者 

   ・支援額    29,860千円 

 

 （８）新型コロナウイルス感染症予防対策を講じ、開催する小規模イベントの主催者に

対し、開催経費を支援した。 

   ・支援団体    延べ33団体 

   ・支援額     7,238千円 

 

 （９）地域の経済などを守るため、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、売

り上げが減少した事業者に対し、30万円を支援した。 

   ・支援団体     194事業者 

   ・支援額     58,200千円 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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(単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

（１）売り上げが減少した事業者が、補助金を家賃等に充て、固定経費の軽減を図られ

たことにより、事業運営を継続することができた。 

（２）飲食店、宿泊業の事業者が、給付金を事業活動の一部として活用したことによ

り、事業経営を継続することができた。 

（３）高血統の黒毛和牛の受精卵移植により、繁殖素牛の確保体制が強化された。 

（４）肉用牛の価格が下落した場合に発動する価格安定基金で補填されない額を補助す

ることで、肥育農家の経営支援が図られた。 

（５）国の持続化給付金の給付条件に該当しない事業者が、給付金を事業活動の一部と

して活用したことにより、事業経営を継続することができた。 

（６）宿泊業、大規模催事場、タクシー、運転代行業の事業者が、給付金を事業活動の

一部として活用したことにより、事業経営を継続することができた。 

（７）感染症予防、事業転換等を図る事業者の設備導入の経費を軽減でき、事業運営を

継続することができた。 

（８）各種イベントが中止となる中、新型コロナウイルス感染症対策をした小規模イベ

ントを開催することで、地域の活性化につながった。 

（９）売り上げが減少した事業者が、給付金を事業活動の一部として活用したことによ

り、事業経営を継続することができた。 

 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 
地域企業経営継続支援事業補助金（商工業

振興総務費） 
13,833 13,812 21 

⑵ 
飲食店等支援臨時給付金（商工業振興総務

費） 
12,500 12,500  

⑶ 
黒毛和牛優良繁殖牛確保推進事業補助金

（畜産経営特別強化支援事業費） 
2,663 2,085 578 

⑷ 
肉用牛肥育経営安定特別助成事業補助金

（畜産経営安定対策事業費） 
374 331 43 

⑸ 持続化特別給付金（商工業振興総務費） 12,200 12,200  

⑹ 事業継続支援給付金（商工業振興総務費） 7,770 7,770  

⑺ 
新事業展開等支援事業補助金（商工業振興

総務費） 
29,860 29,860  

⑻ 
地域イベント等開催支援事業補助金（商工

業振興総務費） 
7,238 6,537 701 

⑼ 持続化支援給付金（商工業振興総務費） 58,200 48,000 10,200 

計 144,638 134,175 10,463 

新型コロナウイルス感染症対策事業  



 - 136 - 

 

共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

【教育部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

集団感染などのリスクを避けるため、サーマルカメラ、非接触体温計、手指消毒

薬、加湿器等を購入し小中学校に配置したほか、換気機能を備えた空調設備を放課後

子ども教室に整備した。図書館では安全・安心な環境を提供するため、空気清浄機、

図書消毒機を購入したほか、通信状態改善のため単独ネットワーク構築に向けた整備

を図った。市民文化会館ではホール等の空調機器、排煙窓の改修を行った。 

ＧＩＧＡスクール推進事業においては、児童生徒・教職員用タブレット端末、電子

黒板等のＩＣＴ機器、学習用ドリルソフト、学校内の通信ネットワークを整備した。

また、ＧＩＧＡスクールサポーターを配置し、ＩＣＴ機器整備に係る初期対応を円滑

に実施し、小中学校のＩＣＴ環境の整備を図った。 

新型コロナウイルス感染対策のため、学校が臨時休業となったことに伴う給食休止

によって損失を受けた牛乳納入業者に対し補償を行ったほか、市内中学校３校が４月

に実施を予定していた修学旅行に関し、一旦取り消ししたことに生ずる企画料への補

助を行い、保護者の負担軽減を図った。 

 

 (単位:千円) 
 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 
小中学校への感染症拡大防止対策（教

育委員会事務局事務費） 
9,780 9,779 1 

⑵ 
図書館パワーアップ事業（図書館管理

費） 
2,123 2,123  

⑶ 
学校臨時休業対策（学校給食実施事務

費） 
356 355 1 

⑷ 
公共的空間安全・安心確保事業（文化

会館管理費） 
11,612 11,612  

⑸ 
ＧＩＧＡスクール推進事業（教育委員

会事務局事務費） 
2,200 2,200  

⑹ 
ＧＩＧＡスクール推進事業（小学校教

育振興費） 
144,692 144,270 422 

⑺ 
ＧＩＧＡスクール推進事業（中学校教

育振興費） 
65,266 65,265 1 

⑻ 
図書館パワーアップ事業（図書館管理

費） 
850 850  

⑼ 
公共的空間安全・安心確保事業（シビ

ックセンター管理費） 
34,408 34,408  

⑽ 修学旅行支援補助金（中学校管理費） 436 436  

新型コロナウイルス感染症対策事業  



 - 137 - 

 

共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

 (単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

感染防止のための消耗品、備品、空調設備等を整備したことにより衛生環境が改善

され、安心して利用できる体制を整えることができた。図書館においては、単独ネッ

トワークを構築したことで通信状態が改善され、ホームページ利用者の利便性が向上

した。 

ＧＩＧＡスクール推進事業では、子供たちの情報活用能力の育成を通し、主体的・

対話的で深い学びを実現できる環境の整備が図られたとともに、臨時休校等の緊急時

においても学びを継続できる環境を整備することができた。 

学校給食停止、修学旅行の取り消しに伴う損失等に対し、適切な補償、補助を行う

ことで業者や保護者の負担軽減が図ることができた。 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑾ 
学校施設空調設備整備事業（小学校管

理費） 
674 674  

⑿ 
学校施設空調設備整備事業（中学校管

理費） 
278 278  

⒀ 
ＧＩＧＡスクール推進事業（小学校教

育振興費） 
9,980 9,980  

⒁ 
ＧＩＧＡスクール推進事業（中学校教

育振興費） 
4,752 4,752  

⒂ 
公共的空間安全・安心確保事業（地域

学校協働推進事業費） 
1,980 1,980  

計 289,387 288,962 425 

新型コロナウイルス感染症対策事業  


